
1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０月１日「法の日」記者会見 

 

 島田 仁郎 最高裁長官 

 大谷 剛彦 最高裁事務総長 

 平山 正剛 日弁連会長 

 但木 敬一 検事総長 

 
２００７年１０月１日 

 

 

 裁判員制度は２００９年５月までに実施される。１年半と迫った 10

月１日の「法の日」に、島田最高裁長官と、裁判所、検察庁、弁護士会

の法曹三者のトップが一堂に会し、初めて共同会見を行った。まず島田

最高裁長官が国民へのメッセージを発表、続いて、法曹三者代表がそれ

ぞれの立場から裁判員制度導入の意義を訴えた。 
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石村英二郎副理事長（司会 ＮＨＫ理事・

放送総局副総局長） きょう１０月１日は

「法の日」でございます。きょうから始まる

「法の日」週間を法曹界三者は、裁判員制度

広報集中期間として、全国各地で裁判員制度

に関する多様なイベントを予定されておりま

す。この会見もその一環として行うものです。 

きょうの進行について、説明いたします。

まず最初に、司法の長である島田仁郎最高裁

長官から国民へ向けたメッセージを述べてい

ただきます。島田長官は、所用のため、その

後、退席をされる予定です。 

続きまして、法曹三者の代表のコメントが

あります。大谷剛彦最高裁事務総長、平山正

剛日弁連会長、但木敬一検事総長の順でお願

いしたいと思います。 

その後に、会場の皆さんとの質疑応答を予

定しております。 

ところで、最高裁長官、法曹三者の代表が

一堂にそろって会見するのは、これが初めて

ではないかと思います。写真撮影をここで、

四人の皆さんがおそろいのところでやりたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

（写真撮影） 

それでは、島田最高裁長官から国民へ向け

たメッセージをお願いいたします。 

 

＜島田仁郎 最高裁判所長官＞ 

本日は、日本記者クラブに私たち法曹三者

をお招きいただき、国民の皆さまに話しかけ

る機会を与えていただいたことに対し、深く

感謝申しあげます。 

毎年１０月１日は「法の日」とされており、

この日を含む「法の日」週間には、各地で、

法や裁判にちなんだ様々な行事が行われてい

ます。今年もまた「法の日」を迎えることに

なりました。 

すでに国民の多くの方がご存知のとおり、

平成２１年５月までに、裁判員裁判が実施さ

れることになっています。これは、国民の皆

さまに裁判員として刑事裁判の手続に参加し

ていただき、裁判官とともに事件を審理し判

決を下すというものであり、これまでの刑事

裁判のやり方を大きく変えるものであります。 

そこで、この機会に、司法の代表の立場に

ある者として、私からまず、裁判員裁判につ

いて、その意義を中心に国民の皆さまにお話

しをさせていただきたいと思います。 

新聞やテレビなどで刑事裁判のニュース

が報道されることが少なくありません。関心

を持っておられる方も多いと思います。しか

し、実際の刑事裁判がどのように行われるの

かご存知の方は少ないのではないでしょうか。

改めてご説明するまでもありませんが、刑事

裁判は、中立公正な立場の裁判官が、犯罪を

犯したとして起訴された被告人について、法

律に定められた厳格な手続に従って審理をお

こない、証拠に基づいて、犯罪を犯したかど

うか、つまり有罪か無罪かを判断し、有罪の

場合には適切な刑罰を決め、判決を言い渡す

というものであります。有罪が確定するまで

は被告人には無罪の推定が及ぶとするのが、

近代法の基本原則であり、刑事裁判は、こう

した被告人の人権を守りつつ、事件の真相を

明らかにし、適正な刑罰権を行使するために、

司法に託された重要な任務のひとつというこ

とができましょう。 

ところで、刑事裁判は、どの国でも行われ

ていますが、その具体的な姿は様々です。司

法制度とその運用の実際は、優れてその国の

歴史や文化の所産であって、その時代時代の

国民の意識や社会の有り様といったものが色
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濃く反映されるものであるからです。我が国

では、戦後刑事裁判制度の大改革が行われ、

現在に至るまで、裁判官、検察官、弁護士と

いう法律専門家のみによって刑事裁判が運営

されてきました。 

真実を解明するために、検察官、弁護士は

当事者の立場で、また、裁判官は判断者の立

場で、それぞれ努力を重ねてきましたが、と

もすれば犯罪の前後に及ぶ詳細な事実を究明

しようとして、証拠が分厚い調書を含む膨大

なものとなりがちで、そのために、審理が長

期間に及ぶことになったり、また、精緻さを

追い求めるあまり法律専門家にしか理解でき

ないような議論がおこなわれるといった状況

が見られるようになりました。 

時に、刑事裁判が、国民に理解できない遠

い存在になってしまっているという厳しい指

摘を受けることもありました。司法は、それ

がいかに少数者であろうとも、法によってそ

の人に認められた権利を擁護しなければなり

ませんので、その役割は、自ずから、多数決

原理の支配する政治部門とは異なります。司

法権の独立が憲法上重要な価値と位置づけら

れている所以でもあります。しかし、そうで

あっても、司法も、日本国憲法の定める国民

主権の下で営まれる国家作用である以上、国

民の信頼と支持を得なければ成り立たないこ

とはいうまでもありません。したがって、刑

事裁判が、国民から縁遠くなり、それがゆえ

に国民の理解と信頼が薄らいでいくようなこ

とにでもなれば、まことに憂慮すべき事態と

いわなければなりません。 

こうした状況の中、内閣に設置された司法

制度改革審議会において、司法の国民的基盤

をより強固なものとして確立する必要性が論

議され、国民の司法参加として、刑事訴訟手

続に広く一般の国民が、裁判官とともに責任

を分担しつつ協働し、裁判内容の決定に主体

的、実質的に関与する新たな制度を導入すべ

きであるとの提言がされました。 

それを受けて、内閣の司法制度改革推進本

部において具体的な制度設計とその実施のた

めの法案が作成され、国会の審議を経て、平

成１６年５月、ほぼ全会一致で裁判員法（「裁

判員の参加する刑事裁判に関する法律」）が制

定されました。司法制度改革審議会の意見書

には、「国民主権に基づく統治構造の一翼を担

う司法の分野においても、国民が、自律性と

責任感を持ちつつ、広くその運用全般につい

て、多様な形で参加することが期待される。

国民が法曹とともに司法の運営に広く関与す

るようになれば、司法と国民との接地面が太

く広くなり、司法に対する国民の理解が進み、

司法ないし裁判の過程が国民に分かりやすく

なる。その結果、司法の国民的基盤はより強

固なものとして確立されることになる」と記

述されています。 

裁判員法は、こうした考え方が刑事裁判の

分野で結実し、国民の代表である国会の意思

として表明されたものと考えられます。私た

ち司法に携わる者は、これを真摯に受け止め、

裁判員制度が、国民の司法に対する理解と信

頼を深める上で重要な意義を有するものであ

ることに思いを致し、爾来、法律専門家では

ない国民が裁判員として参加し、裁判官と協

働して裁判をすることが無理なくできるよう

にするためにはどのようにすればよいのかと

いう観点から、新たな刑事裁判のあり方の研

究を進め、その円滑な実施に向けて準備に全

力を傾けてまいりました。 

法律成立から施行までの５年の準備期間

のうち、３年半ほどが既に経過し、残すとこ

ろおよそ１年半となりました。裁判員制度は、

幅広い国民の参加を得なければ成り立ちませ
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ん。しかし、この時点においても、参加に消

極的な意向の方が少なくないのが現状です。 

全く新しい制度であるだけに、国民の皆さ

まが不安や戸惑いを感じられるのは無理から

ぬところがあると思います。「自分に人の運命

を左右するような裁判ができるだろうか」「法

律のことは何も知らないが、役目を果たせる

だろうか」などと思い悩んでいる方もおられ

るのではないでしょうか。私は、そのように

お感じになられるのは、刑事裁判の重要性を

よく認識し、真摯に裁判員の職務を受け止め

ておられるがゆえのことであって、むしろ大

変有難いことだと思います。もちろん、おひ

と方に重荷を全部背負っていただくのではあ

りません。裁判官３人と裁判員６人が一体と

なって事件に取り組み、お互いに自由に意見

を交換することにより正しい結論に到達する

のがこの制度の眼目です。 

さまざまな経験をお持ちの裁判員の皆さ

まの意見が加わることによって、刑事裁判に

国民の感覚と良識がより反映されるものと期

待されているのです。法律のことは必要に応

じて裁判官から説明します。裁判員の皆さま

には、検察官が主張する犯罪事実が果たして

証明されたかどうか、それが肯定される場合

どのような刑が相当か、について、率直な意

見を述べていただければよいので、全くご心

配には及びません。 

なお、多くの国民は仕事を持ち、あるいは、

様々な社会活動を行っておられるわけで、裁

判員の職務を果たすことが、相当の負担をお

掛けする結果になるのは否定できないところ

です。国民の皆さまは選挙を通じて直接国政

に関与されています。今回新たに裁判員の職

務を通じて司法の活動にも直接参加していた

だく機会ができたのです。もし裁判員に選ば

れたなら、是非仕事との折り合いをつけて、

貴重な機会を活かしていただきたいと思いま

す。併せて、この機会に、従業員を雇用され

ている企業の方々にも、従業員が裁判員とし

ての職務を果たすことについてご理解をいた

だき、積極的に送り出していただけるようお

願いいたします。もとより、私たち法曹三者

は、できる限り裁判員の負担を軽くし、また、

裁判員の方々に理解していただけるような分

かりやすい審理を実現しなければなりません。

そのため、目下、模擬裁判を実施したり、研

究会を催したりして、知恵を絞っているとこ

ろです。 

司法への国民参加の先輩格として、私たち

は、これまで検察審査会制度を運営してまい

りました。 選挙人名簿からくじで選ばれた検

察審査員が、検察官の不起訴処分の適否を審

査するこの制度は、昭和２３年に発足以来ほ

ぼ６０年の歴史がありますが、着実に歩みを

進めているとの評価を得ております。また、

検察審査員として参加された方々は、一様に、

有意義な職務に従事することができ、よい経

験ができたとの感想を述べておられます。 

こうした経験を踏まえると、これから始ま

る裁判員制度も、私たち法曹三者の工夫と努

力に加えて、国民の皆さま方の積極的な参加

を得ることで、必ずや立派な成果を挙げてい

くものと信じています。裁判員制度の実施ま

で残された期間は僅かでありますが、円滑な

実施に向けて、その準備に全力を尽くす所存

ですので、国民の皆さま方の一層のご理解と

ご協力をお願い申しあげます。メディアの

方々におかれましても、裁判員制度の意義を

ご理解いただき、引き続きご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。 
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＜大谷剛彦 最高裁事務総長＞ 

最高裁事務総長の大谷でございます。きょ

うは、このような機会を与えていただきまし

て、どうもありがとうございます。 

私、裁判官としては主に刑事裁判を担当し

ておりまして、昨年の６月からこの事務総長

という職にございます。 

裁判員制度の実施でございますけれども、

あと１年半後、すでにカウントダウンに入っ

ているといっても言い過ぎではないかと思い

ます。この制度の導入の経過とか、あるいは

その意義については、いま島田長官が述べら

れたとおりでございますけれども、裁判所は

この刑事裁判を主催するという立場にござい

ますので、その立場からこの制度をどのよう

に受け入れ、運用していこうと考えているの

か、そのためにどのような準備に取り組んで

いるのか、ということを若干つけ加えてコメ

ントさせていただきたいと思います。 

これまで刑事裁判は専門家である職業裁

判官だけが判断者とされてまいりました。こ

れに非専門家である裁判員が参加して、裁判

官と協働して審議に臨み判断をするというこ

とになりますと、司法と国民の距離が一気に

縮まります。参加する裁判員は、刑事裁判が

どのように行われるかを実際に経験すること

になります。犯罪と直接に向き合い、捜査、

裁判、刑罰、処遇という、刑事司法全体につ

いて考えていただける、そういう契機にもな

ります。 

裁判員の理解のために、審理はわかりやす

いものになりますし、集中的に行われるとい

うことになります。判断は裁判員の意見が反

映されるということで、厚みのあるものにな

ります。国民一般にも刑事裁判がわかりやす

く、理解しやすいものになりますし、司法に

とっても、国民の理解と信頼のもとになる説

明の責任というものを果たすことになります。 

このように、裁判員制度は刑事裁判に大き

な影響を与える画期的な制度だと受けとめて

おります。ただ、この制度が所期の効果を上

げるには、解決しなければならないいくつか

の問題もございます。 

まず第一が、裁判員が実質的に参加できる、

そういう制度でなければならない。そのため

には、事件の争点が明確にされ、わかりやす

くて集中できる審理、またフランクで理解を

深め合う評議というものが必要になります。

そのあり方について、これまで法曹三者で、

２００回以上模擬裁判を積み重ね、また研究

会を持つなどいたしまして検討してまいりま

した。 

書面証拠の重視にかえまして、公判中心の

口頭主義、直接主義の審理、いわゆる目でみ

て、耳で聞いてわかる審理の徹底。また、争

点や証拠を十分整理して、事案の核心に焦点

を絞った審理の必要性。こういうものについ

ては、もう共通の認識になってきております。 

裁判員と裁判官のコミュニケーションの

必要性も強く認識されておりまして、裁判官

の意識改革ということも求められております。

もちろん、刑事裁判でございますので、被告

人の防御権への配慮、あるいは事案の真相解

明の要請にも配慮する必要がございます。十

分な準備に基づく活発で密度の濃い、そうい

う公判活動が不可欠と考えられております。

これからもいろいろな事件を素材にいたしま

して、実践的な検討を続けてまいります。 

もう一点は、広い層の国民に参加していた

だくという必要がございます。先ほど、長官

の談話にもございましたように、国民が参加

に不安を覚え、あるいは負担を感じるのは、

無理からぬところかと思います。有罪、無罪

の刑を決める重い役目を果たせるだろうかと
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か、あるいは裁判官の前で自分の思った意見

がいえるだろうか、というような心理的な不

安というものは多分ございますでしょう。 

法律や裁判の仕組み、これについては、必

要に応じて裁判官が丁寧に、また、わかりや

すく説明をいたします。裁判員の役割は、法

廷で直接見聞きした証拠に基づいて、検察官

の主張する犯罪事実が証明されたかどうか、

その点について意見を述べていただくという

のが中心でございます。けれども、その前提

として、証人の証言、証人のいっていること

がどこまで本当なのか、どこまで信用できる

のか、ということについて判断をしていただ

く必要がございます。この点については、法

律に通じてない裁判員の方でも、日常の知識、

経験を生かして、裁判官と対等に議論するこ

とは十分可能だろうと思います。 

また、有罪になった場合に、どういう刑に

するか、これは非常に難しい点でございます。

けれども、この点についても一応法律で刑の

幅が定められておりますし、必要に応じて、

これまでどのような刑が科されてきたかとい

う点について、あくまで参考でございますけ

れども、参考となる資料などの提供も考えら

れております。そのうえで、その具体的な事

件についてはどのような刑にするのが相当か

ということを、思うように意見を述べていた

だくということになります。 

裁判官は、評議の席では、裁判員の方全員

が自分の意見をいいやすく、また意見交換が

十分尽くせるように配慮いたします。ご心配

には及ばないので、ぜひ一度参加していただ

きたいと思います。思い悩むことはなかった

といえるような、そしてまた、得がたい経験

をしたという達成感、充実感を抱いてもらえ

るような、そういう裁判を準備してまいりま

す。 

いろいろな経済的な負担、これももちろん

あるわけでございます。この点については、

新聞でも報道していただいておりますが、差

し支えのある事情について、地域とか、ある

いは職種、役職ごとに、いま生活の実態調査

をしております。企業などに休暇制度のお願

いにも回っております。この半年で１５００

社以上回らせていただいております。 

ことしの６月に、こういう点に配慮をする

選任手続に関する規則も制定いたしました。

いま、模擬の選任手続なども行っております

が、広く国民の参加を得るということと、一

方、国民の参加への負担ということを考慮し

て、さまざまな事情に基づく辞退の申し立て

に対して、どうしたら適切な判断ができるか、

その判断のあり方について、引き続き検討し

ているというところでございます。 

裁判員制度の導入に当たりましては、いろ

いろな議論がございましたが、裁判所は導入

が決まった以上、その趣旨に沿った、できる

限りよい制度に育て上げていきたいと考えて

おります。どうぞ、プレスの方々にも格段の

ご理解とご協力をお願いする次第でございま

す。 

 

＜平山正剛 日弁連会長＞ 

日弁連会長の平山でございます。本日は、

日本記者クラブにお招きいただきまして、国

民の皆さまにお話しできる機会を与えていた

だきましたことに、心から感謝を申しあげま

す。 

「法の日」はご案内のように、昭和３年、

１９２８年の１０月１日に、権力の不当行使

を防止する立場から陪審法が施行されたこと

に由来しております。陪審法は、昭和１８年、

１９４３年に執行停止されています。実は、
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まだ法律としては廃止ではなく、停止された

ままになっております。陪審法のもとで、陪

審裁判の件数は５００件に満たないものであ

りましたが、活発な議論がなされ、陪審員と

なった方々は、非常に熱心に、かつ真摯に討

論していただいたことが記録されております。

７０年前にすでに日本人のまじめさ、熱心さ

は証明されているわけであります。現代の日

本人に裁判員裁判ができないわけはないとい

うふうに考えております。 

先ほど、最高裁長官、いま事務総長のお話

がございました。そのことにつきましては、

全く異議がありません。私はここで、別の角

度から、裁判員制度がどうして必要なのかと

いうことについて申しあげてみたいと思いま

す。 

裁判員制度を導入する意義につきまして

は、私としては、裁判員制度は私たちの権利

や自由を自分たちの手で守るという、非常に

裁判員制度の積極的な意義があるということ

を強調させていただきたいと思います。 

刑罰を科すということは、国家権力が最も

強力に我々の自由を拘束する局面でありまし

て、自由を拘束する国権の発動の中で最も強

力なものであります。本当に犯罪を行った者

には、それ相応の刑罰が科せられるのは、法

治国家として当然のことであります。しかし、

もし無実の罪で刑罰が科せられ、不当に自由

や権利を奪われてしまうことがあったら、そ

れは最も深刻な人権侵害であります。その人

の一生に影響を及ぼすわけであります。冤罪

は起きてはならない悲劇であります。だから

こそ、本当にその人がその犯罪を行ったかど

うか、間違いないかどうかは、慎重に判断さ

れなければなりません。まさに刑事裁判はそ

のためにあるわけであります。 

国家の体制によりましては、権力の不当行

使が常にあるわけであります。戦前のことと

か、あるいはいまも民主社会でない国家にお

ける権力の行使等を、我々がかんがみてみま

すと、常にそういう危険はあるというふうに

考えるわけであります。このような刑事裁判

の存在理由に照らしてみますと、市民の自由

が不当に奪われることがない判断をする刑事

裁判の場に、市民自身が参加していること、

そして、さまざまな経験や知識を持った市民

が多角的な視点から判断することが、極めて

大切であることをおわかりいただけると思い

ます。 

いつも私は申しあげておりますけれども、

アメリカでは例の有名なマイケル・ジャクソ

ン事件の裁判の際に、メルビル判事が陪審員

に向かって、このような発言をしております。

「陪審員を務める義務は、自由を保障するた

めのコストなのです。負担なのです」と。我々

としては、真摯にこの言葉を受けとめておく

必要があるのではないか。 

いま、我々は新憲法のもとに自由な社会、

民主社会でありますから、そういう危惧はい

らないよ、ということもあるいはいえるかも

しれません。けれども、いつ、どういう事態

になるかわからない。やはり我々は、いつも

市民が刑事裁判の中にいて、不当な権力行使

等がないようにやっていくということは、我

が国の自由な社会、民主社会を成熟させ、今

後も堅持していくために、はかり知れない大

切さを持っているのではないかというふうに

思います。このことをまず皆さまにご理解を

たまわりたい、こういうふうに思うわけであ

ります。 

また、先ほどのお話にもございましたけれ

ども、司法権は立法、行政と並んで国の三権

の一つであります。しかし、これまで三権の

うち司法権は、他の立法、行政とは違いまし
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て、国民の皆さまから縁遠い、はるか聖域で、

しかし、立派に裁判官の努力でやってきてい

ただきましたけれども、しかし、聖域にある

こと、遠いところにあることは事実でありま

した。 

裁判員制度が始まりましたら、裁判に直接

国民が加わることになりますので、三権がす

べて国民主権のもとに入るわけです。我々は、

いままで縁遠かった司法権の行使の場面に、

国民が直接加わることの意義をやはりしっか

り踏まえなければならないであろう、という

ふうに考えております。 

裁判員制度は、国民の義務がふえるだけだ

という考え方でなくて、司法への参加という

面からみれば、主権者である国民の権利が拡

張されるというふうに考えるべきだと思いま

す。そういう意味で、我が国の民主主義がし

っかり根づいていくためにも、極めて重要で

あるというふうに考えております。 

ところで、裁判員の具体的役割でございま

すが、裁判員制度については、私がいろんな

方にお目にかかってお話をいたしますと、人

を裁くのは荷が重い、自分に真相解明などで

きるわけがない、暇もないよ、というような

ことをおっしゃられることがあります。しか

し、私が裁判員の役目についてご説明いたし

ますと、最初は不安でおられた方も、それな

らば私もできる、自分の経験や考え方を生か

すことができるでしょう、こういうふうに変

わっていただけます。 

どういうことかといいますと、決して刑事

裁判は神の前の真実を明かすことではないん

ですね。検察官が、これは犯罪だということ

で起訴状をお出しになる。証明される。その

ことに、少しおかしいなという疑問を呈して

いただければいいわけであります。なるほど、

おっしゃるとおりだ、証明もできている、納

得できるということであれば、それはそれで

その判断は生きるわけであります。おかしい

よということであれば、それは検察官の証明

がまだできてないということであり、無罪と

いうことになるわけであります。そういう判

断をお願いするわけであります。 

神様になって真実を発見してくださいと

いうことではないのですね。素人でもできる。

常識ある皆さまには必ずできるというふうに

考えております。 

そういう意味からいきまして、ぜひご参加

いただきたいというふうに申しますと、わか

りました、やりましょう、こういうことをい

っていただけるようにどんどんなってまいっ

ております。必ず私はこの裁判員制度は皆さ

まのご理解が得られれば成功するというふう

に考えております。 

先進国の中でも、Ｇ８はこういう制度を全

部採用しております。そういうところでも、

人種の対立がある、宗教の対立がある、階級

の対立がある、教育の普及程度の問題もある、

それでもそういう中でみんな成功している。

日本は、先ほどの話にもありましたように、

そうした問題が少ないだけでなくて、検察審

査会は成功しているわけであります。そうい

うことにかんがみますと、私はみなさんにや

っていただければ必ず成功するというふうに

考えております。 

しかし、我々は、裁判員裁判へはきちっと

した準備をする必要があると考えております。

まず一つは、取り調べの全過程の可視化、録

画化、こういうことが必要だと思っておりま

す。 

これまでの裁判は長くかかりました。何年

もかかりました。どこに問題があったかとい

いますと、捜査段階で調書がとられます、そ

の調書が自分が任意でやったものではないん
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だという争いになる。そのために、長い裁判

をしなければいけないという状態にありまし

た。裁判員裁判では、そういう長い時間をか

けることはできません。３日あるいは長くて

も１週間以内には終えるということでないと、

職業を持っておられる皆さまにご協力をお願

いすることは難しい。 

そういうこともございますので、捜査の全

過程を明瞭にしておけば、むだな争いをする

必要がないわけであります。ほとんどの裁判

は非常に短く終えることができるだろうとい

うふうに思われます。そういう意味で、ぜひ

この方向で我々が検討し、全力を挙げなけれ

ばいけないというふうに考えております。 

２つ目は、弁護士の取り組みであります。

我々の準備であります。いま、最高裁の事務

総長のお話にありましたように、最高裁判所

はものすごい力を入れられまして、この成功

へ向けて準備にかかっておられる。検察庁も

そうです。後ほど、検事総長がお話しになる

と思いますが、全力投球されております。弁

護士会は、最も早くからこの制度の導入を主

張してまいりましたけれども、もしかすると、

準備がおくれているかなという気がいたして

おります。これからの残り時間を全力で、我々

はこの裁判員裁判に耐えられるような弁護方

法を研修していかなければいけないと考えて

おります。実は、本日、１０月１日をもちま

して、日弁連はテレビ会議を利用した全国ネ

ットで研修のできる方法を打ち立てました。 

どこにいても、弁護士会で全国ネットで研

修ができる。毎日でもできる。１週間１回で

もできる。月１回でもできるという体制を整

えました。これによって裁判員の皆さま方に、

この裁判の実態はこうなんだ、ということを

よくおわかりいただけるような弁護方法をと

っていかなければいけない。 

従前のような方法でやっては、裁判員をお

務めいただく方にわかりにくいかもしれない。

どうしたらわかっていただけるかということ

の研修をやりまして、弁護士会が、弁護士が

足りないから、あるいは弁護士が力不足であ

るから、裁判員制度はだめだったんだという

ことのないように、全力を投球しています。

いろんな体制を整え、いまのような研修方法

も本日採用したわけであります。ぜひ、これ

も報道していただきたい。 

いずれにいたしましても、歴史に残る大改

革であります。今時の司法改革の中で、おそ

らく１００年後の歴史家が、あのときに日本

では裁判員裁判が導入されて、司法の中に市

民、国民が入ったことが自由主義社会、民主

主義社会をずうっと継続でき、発展できたん

だ、という評価をいただけるものだというふ

うに思っております。 

もちろん、裁判そのものが、日々の裁判が

適正な裁判であり、そしてみんなが納得でき

る裁判であるということが第一義であります。

しかし、その背景といたしましては、やはり

そういう我が国の自由主義社会、民主主義社

会を充実、発展させ、守っていくという意味

でも、深い意義があるということをお訴えい

たしまして、私のあいさつにしたいと思いま

す。 

 

＜但木敬一 検事総長＞ 

実施まであと１年半に迫りました裁判員

裁判について、ぜひ皆さま方のご理解、ご協

力を得たいと思っておりましたところ、こう

いう機会を与えていただきまして、本当にあ

りがとうございました。 

つい先日ですが、たしか平塚市だと思いま

すが、平塚市が鎌倉市を訴えて民事請求を起
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こすという記事が出ておりました。まだ起こ

したではなくて、起こす予定であるという段

階であったと思うんですが、いずれにしても、

地方自治体が地方自治体を訴えるということ

は極めて珍しいことだろうと思います。いま

までだったら、おそらく県か国かの仲介のも

とに、それなりの解決をみたと思うんですが、

そういう問題についても、これから裁判所に

提起されるという時代になったなと思ってお

ります。 

有名な話としては、「犬も食わない夫婦げ

んか」という言い方がありますけれども、こ

れもすでに、皆さん、ご存じのとおりＤＶ法

では立派に裁判の対象になるわけでございま

す。それから、昔は夜逃げで済んでいた自分

の破産につきましては、もうすでに国民が普

通のこととして自己破産宣告を受ける手続を

とっている。バブルの崩壊後どんどんふえま

して、２０数万件まで行きましたけれども、

いまは落ちついて、１６万数千件、これだけ

年間起きております。このように、個人生活

においても法化社会というのが深くなってき

ているということであります。 

また、ニッポン放送対ライブドアというよ

うな事件がございましたし、つい先だっては

スティール・パートナーズとブルドックソー

ス事件というのが起きました。双方とも徹底

的に法廷闘争をいたしました。結果は、ご案

内のとおり一審、二審、三審、ブルドックソ

ース側が勝ちました。企業はすでに非常に深

い法化社会の中にあります。常に企業活動と

いうのは、やがて裁判所に持ち込まれるかも

しれないということを前提にしてその準備を

しなければならない、そういう時代に入って

きていると思います。 

国民と司法の距離はすでにこれだけ近く

なっているわけであります。しかしながら、

他方では、国は議院内閣制ですが、議員には

選挙があります。地方自治体につきましては、

首長、それから議会の選挙があります。いず

れにしても、行政、立法につきましては、選

挙というものによって民意が反映されること

になっております。仮に為政者が大きな過ち

を犯せば、次の選挙のときはその権力はなく

なってしまうという形で、民主主義が貫かれ

るわけであります。 

にもかかわらず、司法につきましては、そ

のような制度がいままで何もないわけであり

ます。調停委員制度とか、検察審査会制度と

か、そういうものはあったわけでありますが、

裁判本体についてはない。もちろん、最高裁

の個々の裁判官に対する国民審査というのは

ございますが、これは裁判に対する批判とい

うのとは全く違うものであります。 

そういう意味で、大きな流れとして、日本

の司法の中に民意を取り入れていかなければ

ならないということについては、止めること

はできない。何かの方法で民意を入れるとい

うことは、日本の司法にとって必要なことで

あります。 

刑事裁判は、これまで裁判官と検事という

極めて廉潔な人たちによって適正に行われて

きた。それもまた本当であります。国民の多

くの人は、お上に任せていればいいじゃない

かというふうに思ってきたし、また、現在も

相当の人がそれでいいじゃないかと思ってお

られると思います。しかし、それがいつまで

ももつものではない。 

それはなぜかといいますと、プロというも

のは、プロというものの避けがたい限界がご

ざいます。オウム裁判をみてお気づきだと思

いますけれども、オウム裁判は随分長い年月

がかかりました。しかし、法曹三者は自分た

ちはまじめに、本当にまじめにこの事件を起
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訴し、公判をやり、判決に至ったんだという

ふうに思っております。しかし、これを国民

の立場からみたら、何であんな事件にそんな

に時間がかかるのか、というふうにみること

がたぶんできる。というよりは、そういう意

見の方のほうが多いんじゃないかと思います。 

昨今、被害者の問題というのが非常に大き

く取り上げられるようになりました。その方

たちは、自分たち被害者の意見が刑事裁判に

反映されてないということを痛烈な悲鳴のよ

うな形でおっしゃいます。被害者支援法とい

うのは、極めて強い形ですでに制定されてき

ております。 

プロだけが、これでいいのだと思って裁判

を続けると、国民や、あるいは被害者の心が

裁判からどんどん離れていく、という現象が

生まれてくるわけであります。司法は、そう

した国民、被害者を含めた国民の意思という

ものをそれなりに反映したものになっていか

なければならない、と思います。 

それは、半面、裁判所とか裁判官、検察庁

とか検察官、あるいは弁護士もそうですけれ

ども、そういう法律に携わる人間が常に国民

の視点、視座を意識して仕事をやらなければ

ならないということです。国民に対する説得

力ということを常に考えながら検察権を行使

し、司法権を行使しなければならない。そう

いう責務を意識させる意味でも、この裁判員

制度というのは極めて画期的な意義があると

考えなければならないと思います。 

もちろん、この裁判員制度によっていろい

ろな要請が出てまいります。いままではプロ

を相手ですから、我々は膨大な証拠を積み上

げて、後は裁判官、ちゃんと読んでくれとい

うことで、立証活動をやっておりました。し

かし、裁判員裁判になれば、そんなことは許

されないわけであります。 

したがって、公判前整理手続において争点

を絞り込み、立証事項を限定し、さらに立証

の方法を裁判員からみてわかりやすいものに

しなければならない。そういう責務が検察に

は生まれてまいります。そのために、我々は

例えば検証調書であるとか実況見分調書につ

いても警察と協議しながら、どうやったら裁

判員の人たちが理解してもらえるだろうかと

いうような検討を、いま、しているところで

あります。 

調書につきましても、これまでのように冗

長な調書ではなくて、まさに必要なところを

きちっととるということでどうやったらいい

か、という検討をしております。さらに、調

書につきまして、一枚一枚供述者に読んでも

らって、そのたびに各ページに印を押しても

らうというようなことで、その調書というも

のの作成について争いがないように、という

ような制度も実施しております。 

また弁護士との接見をできるだけふやす

ための措置も講じており、取調べの適正確保

をさらに図ろうというふうに考えております。 

さらに、裁判員の人たちが調書の信用性、

任意性の判断をできるだけ早く自信を持って

できるように、我々としてはいろいろな手段

を講じなければならないと思っております。

その一つの方法として、取調べの録音・録画

という方法を、いま、試行しております。す

でに８月末現在で全国で６６件、録音・録画

をいたしました。そのうちの数件については

公判廷に提出されております。 

我々は、この裁判員制度というのが、司法

が向かうべき道であるというふうに考えて、

できるだけの準備をしていかなければならな

いと思っております。 

最後に、この制度は、国民の皆さんが理解

し、進んで参加してくれなければ、到底維持
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できるものではありません。そういう意味で、

法曹三者は手を携えて、この制度についての

理解をいただけるよう国民の方々に訴えてま

いるつもりでございます。 

 

＜質疑応答＞ 

 

天野勝文（毎日出身） たまたまですが、

きょうの朝日新聞の社説に裁判員制度に備え

てというのがありました。私は毎日新聞の出

身ですから、朝日新聞には関係ありませんが、

これに基づいて、検事総長に２点、それから

最高裁事務総長に１点うかがいます。それか

ら、日弁連会長には、数日前に最高裁の参事

官がマスコミ倫懇というところで、事件報道

に関して配慮を求めるという６項目のガイド

ラインみたいなものを示しましたが、それに

ついてのコメントを求めたいと思います。 

まず、検事総長への質問です。朝日新聞の

社説には、こう書いてあります。裁判の始ま

る前に証拠の一覧表を示し、手のうちをすべ

て明らかにすることも必要だ、と。これにつ

いてどうお考えか。第２点、自白調書の争い

をなくすためにということで、先ほど日弁連

の会長から取り調べ過程の可視化ということ

がありました。検事総長からも、いま試行段

階としてやっているということでしたが、朝

日新聞の社説は、裁判員制度の始まりまでに

全面的に録画を実施すべきだと書いておりま

すが、この点についていかがお考えか。 

この朝日の社説は最高裁に提案したいと

いうことで、これまでの冤罪の事例を集め、

冊子にして裁判員にあらかじめ配ってほしい、

と書いています。誤判に至った原因を解き明

かし、わかりやすいものにすることになるだ

ろうという提言があります。これについてど

うお考えか、というのが最高裁事務総長に対

する質問であります。 

日弁連会長に対しては、先ほど申しあげま

したように、９月下旬に福井で行われたマス

コミ倫理懇談会の席上で、最高裁の刑事局の

参事官が、事件報道に当たってこういう点に

問題があるということで、容疑者が自白して

いることやその内容については配慮を求める

ということで、６項目の具体的な指摘をされ

ています。この点について、日弁連の立場と

して、どういうふうに受けとめられているか。 

 

但木検事総長 ２点とも非常に大きな問

題でありますので、若干お時間をいただくこ

とになろうかと思います。 

まず最初の質問は、公判に先立って、すべ

ての証拠についての開示あるいは一覧表の提

示をすべきではないか、というお考えであり

ます。今度の改正によりまして、手持ち証拠

の開示というのは大きく進みまして、おっし

ゃるほどの違いはないように思います。ただ、

捜査というのは非常に広い範囲で行われます。

場合によっては、全く関係のない人のプライ

バシーにかかわるようなものもたくさんござ

いまして、やはりそれなりの限界はあるのか

なと思います。けれども、趣旨はよくわかり

ますので、今後、検察のほうはできるだけオ

ープンな形で開示を進めてまいりたいという

ふうに思っております。 

第２点のいわゆる可視化問題でございま

す。これについては、皆さん方の中にも、そ

れがいいじゃないかとお考えの方は随分おら

れると思います。そのお考えもよくわかりま

す。ただ、本当に根本的に考えていただきた

いんですが、日本の刑事訴訟法というのは、

実は人間というのは良心があって、良心に従

って自分の罪を認めて、潔くすべての事実を
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白日のもとにさらすんだ、ということを根底

に持っている法律であります。したがって、

利益取引というようなものは厳に慎まなけれ

ばならない。 

それから、権力のサイドが使ういろいろな

手法のうちに、どうもそれは好ましくないな

というものは、みんな禁止あるいは厳しく制

限しているわけですね。おとり捜査もそうで

すし、潜入捜査もそうであります。それから、

通信傍受にしても、アメリカの通信傍受と日

本の通信傍受というのは要件や範囲が全く違

います。テロの問題が起きたからということ

もありますけれども、アメリカでもヨーロッ

パでも、無令状による逮捕、捜索というのが

すでに認められているわけでございます。し

かし、日本の場合はそういうようなことは一

切認めない。つまり、官の側はきちっと襟を

正して謙抑的にやれ、と。そして、すべての

人は良心に従って行動せよ。これが日本の刑

事訴訟法です。 

そういう中では、供述証拠の重要性という

のは否定すべくもないんですね。例えば暴力

団の事件が起きたとして、現実的にピストル

を発射した子分がいるとします。そのときに、

一体、それが親分の命令によるというのには

どういう客観的証拠があるのか。別に書面を

交わすわけでもありません。何もありません。

せめて電話の傍受ができればいいんですけれ

ども、電話も殺人予備が成立していないと通

信傍受はできません。そういう中で、結局、

親分と結びつけるのは供述証拠以外ないんで

すね。 

あるいは普通の殺人事件でも、死体がかな

り遠方まで運ばれて山の中に投棄されちゃう。

そうすると、その死体を見つけるのは至難の

わざです。自白によって初めてその死体が出

てくるんですね。ですから、日本の刑事訴訟

法における供述証拠の重要性というのは極め

て大きい。 

もう一つは、日本国民の性癖があるんです

ね。それは、日本国民は裁判において真実が

出なければいけないんだと思っているんです

ね。訴訟的真実というのでは、日本の国民と

いうのは納得しないんですね。真実は何か。

真実、それが犯人であれば、罰しなければい

けない。真実、それが無実の人であれば罰し

てはならない。これが日本人の考え方であり

ます。 

こういう考え方をとる場合に、なかなか司

法取引というものとはなじめないところがあ

る。ですから、日本の中で、果たして司法取

引の分野がどれだけ広がっていけるのか。司

法取引の分野が広がっていけば、供述証拠の

重要性はそれだけ少なくなってくると思いま

すけれども、しかし、いまの現状の中でそう

はなってないんじゃないか。 

皆さん方も、犯人がつかまると、「現在、

厳しく動機について追及中であります」とい

うような報道をなさいますね。そういう報道

をなさるときに、何か自分はすごく悪いこと

を言っているなんて思いませんよね。それは、

国民がそこを追及してもらいたいと思ってい

るから、真実を知りたいと思っているからな

んですね。 

ですから、そういう現在の日本の国民性を

考えると、なかなかここはうまくいかないと

ころなんですよね。ただ、永遠に日本の捜査

手法がいいかどうかはわかりません。司法取

引等と、日本の刑事訴訟法との折り合いをど

の辺でつけるかということは、将来考えなけ

ればならないテーマであろうというふうに思

います。 

いや、ビデオを撮ったって何も変わりない

じゃないか、という反論が皆さんからあると
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思うんですね。だけれども、皆さん、マイク

を突きつけられたときに、どういう反応をな

さるか。いろんな人にマイクを突きつけたと

きには、やっぱり相手はギクッとしますね。 

マイクとビデオで撮りますよ、と言われた

ときに、自分がそれを言ってしまったら、す

ごい重い刑罰がかかってくる、それがわかっ

ていて自白することになるわけなんですよ。

それから、重大犯罪というのは、だれにとっ

ても恥ずかしいことです。言うこと自体がも

のすごく恥ずかしいことを言わなければなら

ない。それの一部始終の表情と声を撮られる

ということの嫌さ。またそれがやがて法廷で

公開されるかもしれないという不安というの

を、やっぱり否定するわけにはいかないだろ

うと思います。 

それから、例えば組織的な犯罪の場合に、

弁護士が組織から派遣されることが多い。そ

ういう弁護士の前で本当のことを言えるかと

か、いろんな問題がございます。供述証拠や

取調べというのを捜査構造全体の中でどの程

度重要視していくかというのは、非常に重大

な問題だろうというふうに思います。 

ただ、さはさりながら、裁判員制度が始ま

りますと、裁判員の方々というのは、日ごろ、

そんな犯罪と向き合っているわけではありま

せんので、一体、供述者がどういう心境にな

って供述するのか、というようなことはわか

っているわけではない。そうした人たちに、

この調書の任意性なり信用性なりについて判

断してもらわなければいけない。しかも、自

信をもって判断してもらわなければいけない。 

そのために我々が何かできることはない

かということで、現在、任意性を立証するた

めの一助として、録音・録画ということを考

えております。現在、我々がやっております

のはこういうことです。例えば警察で自白し

ている事件について送致された後で、あなた

は警察でどういう調べを受けましたか、ちゃ

んと読んで聞かせてもらって署名したんです

か、なぜ、あなたは自白したんですか、とい

うようなことを聞いて、それを録画するとい

うようなこともやっております。 

いま、試行の最中ですので、いろんな試行

をやりますけれども、いずれにしても、そう

簡単にすべて最初から最後までビデオを撮れ

というふうにいわれても、現在の刑事訴訟法、

捜査構造を前提とする限り、そうですね、と

いうふうにはすぐには答えられない。やはり

もう少し、それならば日本の捜査構造全体を

変える中で考えていく。ただし、これについ

て、真実は何かということを求める日本人の

特性とどう折り合いをつけていくかという問

題もあろうかと思います。 

 

大谷最高裁事務総長 きょうの朝日新聞

で、冤罪事例を整理して配ったらどうか、こ

ういうご提案が社説にございました。私も朝、

拝見いたしまして、マーカーを塗っただけで、

まだ、もちろん検討しているというわけでも

ございません。が、まず感想めいたことを一

つ二ついわせていただきます。 

裁判員制度導入の意義ということを長官

も先ほど述べられました。この裁判員制度は

冤罪を減らすとか冤罪を防止する、こういう

観点から導入されたというものではございま

せんで、これはもう司法制度改革の審議会の

意見の経過あるいは立法の経過をご覧いただ

ければわかると思います。これまでの司法制

度は適正に運用されてきたけれども、ある意

味ではわかりにくくなっている。国民の感覚

とずれが生じている。時には時間的に非常に

長くかかる。こういうことから、国民の理解

と信頼、こういうものが薄れているとすれば
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問題だというところから導入された制度であ

る、というふうに私どもは理解しております。 

もう一点は、さはさりながら、冤罪がふえ

たりしてはなりませんし、冤罪を防止してい

くのは当然のことでございます。この裁判員

制度においては、そこは本来的には国民の健

全な常識、健全な知識、経験をもって判断を

していただくということで、冤罪の原因がど

こにあるか等々について十分理解していただ

いたうえでのご判断ということまでは求めて

いないのだろうと思います。 

むしろ、そこは裁判官と裁判員の協働とい

うことで、審理、判断が行われます。どうい

う冤罪の原因があったかということは、裁判

官の頭の中にはこれまでの例が十分入ってお

ると思いますので、そのコミュニケーション

あるいは評議の中で、そういう点について十

分裁判員の方にも理解していただいて、判断

に至ればよろしいのではないかとも思います。 

ただ、この点については、何ともまだ、き

ょうの朝みたばかりでございますので、さら

に考えさせていただきたいと思います。 

 

平山日弁連会長 大変いい質問でござい

ます。しかし、いまの時点では、私が大変お

答えしにくい質問でもございますけれども、

私は報道の自由、表現の自由は憲法上保障さ

れた大原則ですから、その原則をやっぱりし

っかりしなければいけない、保っていかなけ

ればいけない、というふうにひとつ考えてお

ります。 

２つ目は、この裁判員裁判は、専門家と素

人が一緒になりまして判断をしていただく。

素人だけの裁判ではないんですね。そういう

意味で、玄人の裁判官の時代の報道と、それ

ほど変えなければいけないかどうかという問

題があるというふうに思っております。そう

いう意味でも、行き過ぎた規制はしないほう

がいい。 

それから、３つ目は、先ほども申しあげま

したけれども、日本の市民は教育程度も高い

し、いざとなれば非常に信用できるというふ

うに私は考えているんですね。そういう意味

では、それほど報道に惑わされて変な判断を

されることはないんじゃないか、という期待

はいたしております。 

しかし、立法の過程で、この問題をどうす

るかということが非常に議論になりましたと

きに、マスコミのほうからも、「わかった。そ

れは自主規制しよう」ということが持ち出さ

れまして、それではお任せしよう、というふ

うになったというふうに私は理解をいたして

おります。 

細かくは、そのときの議事録その他に譲り、

いま申しあげることはできないのですけれど

も、雰囲気はそういうことであったかなと思

います。ですので、マスコミにおかれまして

も、ぜひ、どういう自主規制をすれば裁判員

制度もうまくいくし、みずからの報道の自由

も確保できるか、という立場で、この法律が

できるときの皆さまの申し出を実践していた

だきたいなというふうに思っております。先

日、最高裁の平木さんでしたかが何かおっし

ゃったということについて、いま、私自身は

コメントをできる状態にはございませんので、

そういう基本的な考え方だというふうに申し

あげておきたいと思います。 

 

菅沼堅吾（東京新聞） 捜査中の可視化と

いうか公開の問題ですけれども、いまの話を

聞きまして、日弁連の考え方と検察の考え方

はよくわかったんですが、最高裁の方はどう

考えているのか。 
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私は、模擬裁判に一度参加しましたけれど

も、やはり供述が変わっていますとなかなか

判断しにくくて、裁判官のほうにこそ可視化

といいますか、録画したほうがいいというご

意見があるんじゃないかと思うんです。それ

を一つうかがいます。模擬裁判に出ましても

う一つ思ったのは、公判廷が難しくて、いろ

んな公述とか証人調べが、メモをとっていて

もなかなか覚えていられない。それで後で検

証しにくいんですね。公判廷も録画とかそう

いう形で、後ですぐ裁判員がチェックできる

といいますか、何が問題かを後ですぐわかる

ような、そういう方法もあっていいのかなと

いうふうなことを思ったのですが、いかがで

しょうか。 

 

大谷最高裁事務総長 いまの録音・録画の

問題、これはいわゆる自白調書の任意性とか、

あるいは供述調書の特信性とか、これまでの

裁判の実際というのは、その点についての立

証が非常に難しいというか、資料が少ない。

取調官と被疑者、これの一対一のやりとり、

これに尽きるわけです。そうなりますと、そ

の事実関係とかその評価、これが本当に両方

の水かけ論になってしまう。 

そこで、ほかにいろいろ資料があれば、そ

れも出していただいて判断するんですけれど

も、非常に時間を長く要してしまう。先ほど、

検事総長がいわれましたように、これですと、

とてもこれからの裁判員裁判はやっていけな

いだろう。裁判員にも非常に負担をかけるし、

判断が難しい。その点について、やはり一つ

客観的な資料が得られればということで、一

部、先だってつくられた規則にも、その点に

ついての配慮をお願いしているわけです。 

昨年の７月に検察庁のほうで、試行ではあ

りますけれども、裁判員事件について、録音・

録画を入れるということをなさっておられて、

今年いっぱいですか、試行するということが

あります。これについては、そういう観点か

ら意義があるものというふうに考えておりま

すし、また、その試行の結果、どこまで行く

かということについて、重大な関心を持って

みているというところでございます。 

それから、もう一点の公判期日の点につい

ても、録音・録画を入れたらいいではないか、

こういうご質問でございます。これについて

も、この５月に改正された裁判員法で、公判

廷における場面を録画する、録画できるとい

う規定を置きました。我々としては、次の日

の評議というものに備えるためにも録画する、

公判廷の状況を録画するということを考えて

おります。そのほうが評議に当たって、特に

公判廷でいろいろメモをとらなければいかん

とかそういうこともなくなりますので、そう

いうことも考えております。そのための手当

てもしたというところをご理解いただきたい

と思います。 

 

高畑昭久（ＮＨＫ出身） きょうのお話だ

けを聞いた限りですが、最高裁のお二人は非

常に熱心に進めようとしていらっしゃいます。

間違っているかもしれませんが、弁護士連合

会、それから検事総長の方は、やはり最高裁

判所ほどのスピード感を持っておられないよ

うな印象を受けました。 

それから専門でないので、初歩的な確認を

させていただきます。裁判員が頼まれる裁判

の刑事裁判というのは、どのくらいの件数に

なるのでしょうか。 

 

大谷最高裁事務総長 最高裁は、この制度

導入をデューティーと思っておりますので、
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懸命に、いま、それに取り組んでいるところ

でございます。 

裁判員の対象になる事件は法律で定まっ

ております。無期または死刑に当たる罪とい

うのと、それから、法定合議事件、短期１年

以上ですね。法定合議事件のうち故意による

犯罪で、死の結果を招いているもの。傷害致

死なんかがこれに当たりますけれども、こう

いう重大事件に限られております。 

全体で刑事訴訟事件は１０万件ぐらいご

ざいますけれども、裁判員制度の対象になる

事件というのは、年によって違いますけれど

も、３，１００件ぐらい。いまのところ、そ

のぐらいが対象になるというところでござい

ます。ほかの事件については、まだ当分は１

人または３人で、裁判官だけで審理を行って

いくということになっております。 

 

但木検事総長 検察は裁判員裁判に消極

ではないかというお話ですが、むしろ、検察

は、いま、全国津々浦々で説明集会を開いて

おりまして、おそらく最終的には２万回を超

すんじゃないかと思います。逆に、裁判所が

もっと来ればいいのに、どうして検察庁が来

るのかといわれているくらいなんです。別に、

それは裁判所が来ないのはけしからんという

話じゃないんですが。検察は本気でこの裁判

員制度というのを、将来、日本における非常

に重要な司法の柱になるんだと思っています。

ただし、私は５年とか１０年とか、その定着

化にはそれだけの時間がかかるだけの大きな

変革だというふうに思っております。 

 

平山日弁連会長 弁護士会は、最も早くか

ら望んでまいりましたので、手抜きをしてい

るというようなことはございません。ただ、

裁判所も検察庁も全力でやっておられること

は私も承知いたしております。我々もこれに

負けないように全力投球をしている。私もい

ろんなところでお話しして、きょう、お話し

申しあげましたようなことを、わかっていた

だくことに全力を挙げております。日弁連で

もこのための推進本部を持っております。全

力投球でやっております。 

１９４９年に新しい刑事訴訟法が立ち上

がりましたけれども、なかなか新憲法の要請

どおりにいっているのかなという疑問があっ

たりいたしましたので、我々はすでに刑事訴

訟法施行５０年のときに宣言をいたしました。

もっと裁判制度に陪審員とか参審とかそうい

うものを入れないといけないね、ということ

で叫び続けてまいった。それで、今回できた

わけでありますから、ここで我々が消極に行

ったのでは、何をいっているんだ、何をして

いるんだ、というおしかりを世間から受ける

わけであります。 

ただ２００９年に、いま、総長の話にもあ

りましたけれども、予定どおりに、例えば、

先ほどの可視化とかそういうことが実現でき

て、裁判員の方々に非常にわかりやすいよう

な裁判ができるようになるかどうか、という

ことについては非常に不安も持っております。

そういうことのないように全力をこれからも

挙げていきます。 

 

石村副理事長 それでは、最後に大谷事務

総長から。 

 

大谷最高裁事務総長 この裁判員制度を

成功させるには、やはり活発な公判活動とい

うのが不可欠になってまいります。そういう

意味では、検察官にも、また弁護士会にも、
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それに対する取り組み、あるいは体制の整備

ということをお願いしておりまして、そうい

う意味では、三者の協力ということが得られ

ております。いろいろな準備に当たっても、

三者協力してやっております。 

これまで法曹三者というのは、いろいろ角

を突き合わせることも少なくなかったんです

けれども、こと裁判員制度については、三者

協力して、これを円滑に導入していこうとい

うことで頑張っているところでございますの

で、どうか引き続きどうぞよろしくお願いし

たいと思います。 

 

石村副理事長 熱心なやりとり、ありがと

うございました。予定の時間を３０分近くも

過ぎましたので、きょうの会見はこれにて終

了させていただきます。 

法曹三者が一緒に会見したのは、これが初

めてのケースですが、今回１回だけに終わら

せるのではなく、来年以降もぜひこうした会

見を定着させ、司法と国民の距離をより近い

ものにされるようお願いして、きょうの会見

を終了したいと思います。ご協力、ありがと

うございました。 

 

（文責・編集部） 

 


